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Ⅰ．大阪府資格取得等人材育成支援事業補助金の概要 

１．趣旨 

  コロナ禍等の影響を受け、離職（求職）期間が長引いている方や非正規雇用で長期間働いてい

る方等を対象に、府内人材不足企業への正規雇用につなげるとともに、求職者を雇用した事業主

に対して、資格取得等を目的とした研修など、人材育成に資する取組みに必要な費用の一部を補

助することで、新規雇用者の職場定着を支援します。 

 

 

※点線の枠内が「大阪府資格取得等人材育成支援事業補助金」の取組みです。  

 

 

２．申請要件 

（１）補助対象となる事業者 

   人材サービス会社を通じて「にであう」のＮＥＸＴステージ総合支援事業専用サイト（以下

「専用サイト」という。）に求人を掲載し、府の区域内に住所を有する求職者を、期間の定めの

ない労働契約により雇い入れ、研修実施時において府の区域内の事業所で就業させた事業主で、

次の①から④の全てを満たす必要があります。 

 

①専用サイトに掲載されている以下のいずれかの支援を受けた者を正規雇用した事業者 

 ア 事業所において就労を体験（以下「職場体験」という。）した者 

 イ 大阪府求職者等教育訓練支援金を受給した者 

 ウ スキルグレードアップ支援で実施する訓練プログラムを受けた者 

②別表１に定める中小企業等の事業者 

③みなし大企業でない事業者 

「みなし大企業」とは、次のいずれかに該当する事業者をいう。 

  ア 大企業が単独で発行済株式総数又は出資総額の２分の１以上を所有又は出資している。 

  イ 大企業が複数で発行済株式総数又は出資総額の３分の２以上を所有又は出資している。 

  ウ 役員総数の２分の１以上を大企業の役員又は職員が兼務している。 

④次のアからカまでのいずれにも該当しない者 

ア 国若しくは地方公共団体、宗教上の組織若しくは団体若しくは政党その他の政治団体 

（これらの者が法人でない場合は、その代表者又は管理人） 

  イ 補助金の支給を申請する日の前日を起算日とする過去１年間において、労働基準法（昭 

和 22年法律第 49号）その他の関係法令に違反したことがある者 
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（２）補助対象となる研修 

補助対象となる研修の要件は次のすべてを満たす必要があります。 

 

ウ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23年法律第 122号）第 2

条第 1 項に規定する風俗営業のうち第 1 号から第 3 号までのいずれかに該当する接

待飲食等営業、同条第 5 項に規定する性風俗関連特殊営業、同条第 13 項に規定する

接客業務受託営業及びこれらに類する者 

エ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２条第 

２号に規定する暴力団又は同条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。） 

若しくは大阪府暴力団排除条例（平成 22年大阪府条例第 58号）第２条第４号に規 

定する暴力団密接関係者（以下「暴力団密接関係者」という。） 

  オ 法人にあっては罰金の刑、個人にあっては禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わ 

り、又はその執行を受けることがなくなった日から一年を経過しない者 

  カ 公正取引委員会から私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22年法 

律第 54号）第 49条に規定する排除措置命令又は同法第 62条第１項に規定する納 

付命令を受け、その必要な措置が完了した日又はその納付が完了した日から１年を経

過しない者 

 ①就業に必要な資格取得等をめざす研修で、令和５年４月１日から令和６年２月２０日まで

の間に開始・完了するもの 

②交付申請時に提出する研修計画に従って行う研修 

③従前より実施している場合は、より効果を高めるための工夫や内容を付加した研修 

ア 社内研修（以下の要件を全て満たすものとする） 

・OFF－JT（職場や通常の業務から離れ、特別に時間や場所を取って行う研修）による研

修であること。 

・事業主自らが企画・主催・運営する研修計画により実施される、資格取得等を目的とす

る研修であること。 

・社外より招へいする資格研修に関する専門的知識・技能を有する外部講師又は、自社従

業員（※）により行われる研修であること。（※自社従業員の場合の講師謝金は補助対象

外） 

・事業主が、国や地方公共団体の経費補助を受けている研修でないこと。 

※上記以外の研修は補助対象外となります。 

 

《補助対象外事例》 

 OJT（各職場での実務経験を通して、業務遂行に必要な知識や能力、技術等を身

に付ける教育手法）による研修は対象外となります。 
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（３）研修計画の策定支援 

研修計画策定にあたり、下記のとおり策定支援がありますのでご活用ください。 
※相談対応は、面談の他、テレビ電話、Web会議、電話等で⾏いますのでご活用ください。 

 
 
 

 

 

 

イ 社外研修（以下の要件を全て満たすものとする） 

・資格取得等に関する知識、技能、技術を習得させ、向上させることを目的とする社外の

研修実施機関に受講料を支払い受講させる研修であること。 

  ・事業者が、国や地方公共団体の経費補助を受けている研修でないこと。 

※上記以外の研修は補助対象外となります。 

 

・研修計画・実績確認書（様式３）に基づき、研修内容が本補助金の対象研修であるか事前にご

相談いただけます。（ただし、最終交付決定は、申請後の審査になります） 

・必要に応じて研修実施に必要となるアドバイス（受講講座の案内、講師の紹介等）を行います。 

・相談の際は、必ず事前予約をお願いします。まずは、コールセンターまでお問い合わせください。 

《補助対象外事例》 

【内容】 

・職業、または職務に間接的に必要となる知識・技能を習得させる内容のもの（職

務に直接関連しない訓練等） 

・趣味教養を身につけることを目的とするもの 

 ・通常の事業活動として遂行されるものを目的とするもの 

 ・実施目的が訓練に直接関連しない内容のもの 

 ・資格試験（講習を受講しなくても単独で受験して資格を得られるもの）、適性検査 

【手法】 

・通信制による研修 

※通信制とは、郵送等により、一定の教育計画の下に、教材、補助教材等を受講者に送付
し、必要な指導者がこれに基づき、設問回答、添削指導、質疑応答などを行うものをい

います 

・営業中の生産ライン、または就労の場で行われる研修等、通常の生産活動と区別

できない研修 

・実施に当たって適切な方法でない研修 

   （例） 

※あらかじめ定められた計画通り実施されないもの 

※年次有給休暇を与えて受講させるもの 

※時間外又は休日に実施する研修に、時間外手当、振替休日等の措置を行わずに受講さ

せるもの 

※研修実施機関としてふさわしくないと思われる設備・施設で実施されるもの 

※図表等で研修の内容を表現した教材(教科書等)を使用せずに行うもの 
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［相談窓口：大阪府資格取得等人材育成支援事業補助金事務局（以下：事務局）］ 

〔住 所〕〒540-0031 大阪市中央区北浜東 3-14 エル・おおさか 

〔開設時間〕平日の午前９時から午後 6 時まで 

〔電話番号〕０６－４７９０－６５００（コールセンター） 

 

（４）補助対象となる経費 

研修実施経費 ※対象経費は消費税及び地方消費税を除いた金額となります。 

補助対象となる経費は、次のア又はイの研修に要する経費のとおりです。 

ア 社内研修 

・社外講師への謝金（所得税控除前の金額） 

・施設、設備の借上費 

※教室、実習室、ホテルの研修室等の会場使用料、マイク・ＯＨＰ、ビデオ、スクリ

ーン等、研修で使用する備品で申請した計画に使用したことが確認できるもの。 

・学科や実技の研修を行う場合に必要な教科書・教材の購入費 

※補助対象雇用者以外の雇用者も受講する研修については、補助対象雇用者が受講し

た部分のみが補助対象となります。 

※教科書については、研修用として購入したものが対象となります。 

※上記以外の社内研修に係る経費は補助対象外となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 社外研修 

・受講に必要となる入学料・受講料・教科書代等、あらかじめ受講案内等で定めているも

の。 

※上記以外の社外研修に係る経費は補助対象外となります。 

 

 

 

 

 

 

 

《補助対象外事例》 

・講師謝礼以外の経費（食費、旅費（車代含む）、謝礼金以外の日当等） 

・一般的に繰り返し活用できる教材や研修以外の就労の場で汎用的に使用するもの

とみなされるもの。 

・研修コースの開発費 

・交付決定前に納品や支払いが行われた経費（事前着手届（様式第 4号）を提出す

れば対象となる場合があります。）Ｐ８「事前着手届」参照 

《補助対象外事例》 

・研修に直接要する経費以外のもの（受講生の旅費や宿泊費など） 

・国、（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構、地方公共団体が主催する研修の受講

料、教科書代等 

・国や地方公共団体から補助金を受けている研修実施機関が行う研修の受講料や受

講生の旅費等 

・交付決定前に支払われた受講料（事前着手届（様式第 4号）を提出すれば対象 

となる場合があります。）Ｐ８「事前着手届」参照 
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賃金相当額 

  研修を受けた被雇用者に係る賃金相当額については、以下のとおりです。 

  ・研修期間中の所定労働時間内の賃金について、補助事業者が負担した賃金相当額となります。 

※ただし、所定労働時間外・所定休日（予め所定休日を振り替えた場合、又は割増賃金を支 

払う場合は除く）に実施した研修は対象外となります。 

・専ら動画のみを視聴する研修やｅラーニングのみによる研修等、同時双方向性でない場合は、

１回の標準再生時間を上限とします。 

 

3．補助金額 

研修実施に係る経費の補助額については、以下のとおりです。 

 

  

《研修の実施に係る費用》 

ア 補助対象経費の合計額×１／２以内 

イ 研修日数×8,000円 

  アとイを比較して低い方が補助金の額となります。 

※研修日数は 20日が上限となりますので、補助金の上限は 160,000円となります。 

※対象者が複数人いる場合、アの額はすべての対象者に係る経費の合計となり、イの 

研修日数は複数人の対象者が参加した日数となります。 

（例）２名が２０日間参加した場合、研修日数は４０日となり、補助金の上限額は 

320,000円となります。 

《研修を受けた被雇用者に係る賃金相当額》 

１時間当たり 1,100円×研修時間数（１時間未満の端数は切り捨てとなります。） 

※研修時間数は１日あたり８時間、20 日が上限となりますので、補助金の上限は

176,000円となります。 

※対象者が複数人いる場合、対象者それぞれに算定し、合計します。 
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Ⅱ．申請手続き 

１．手続きの主な流れ 

【前提】２ページ参照 

 

 

 

 

 

 

 

【大阪府資格取得等人材育成支援事業補助金申請】 

・囲み部分が申請者の行う手続きになります。（添付書類は原則として原本ではなく写しを提出） 

・〇は通常申請手続きです。●は必要に応じて申請いただく手続きです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

・人材サービス会社を通じて大阪府緊急雇用対策特設ホームページ内に創設するＮＥＸＴステ

ージ総合支援事業専用サイト（以下「専用サイト」という。）に求人を掲載 

・求人に応募した求職者（専用サイトに掲載されている次①～③のいずれかの支援を受けた者） 

を期間の定めのない労働契約により雇い入れ、府の区域内の事業所で就業 

（被雇用者は労働契約時に大阪府内に居住していること・研修実施時に大阪府内で就業していること） 

①職場体験した者、②大阪府求職者等教育訓練支援金を受給した者、 

③スキルグレードアップ支援で実施する訓練プログラムを受けた者 

○研修計画の策定（申請前に事務局による研修計画策定支援があります） 

↓ 

○補助金交付申請書の提出 

↓ 

●事前着手届 

↓※交付決定までに経費支払いや研修実施の必要がある場合（申請書と併せて提出ください） 

（交付申請書の審査） 

↓※審査していく中で、事務局より研修計画の見直し等を連絡する場合があります。 
（補助金交付決定通知） 

↓ 
●事業の遅延・中止・申請の取り下げ 

   ※研修を中止した時又は遅れた時は、速やかに申請書・報告書を提出してください 

   ※取下げについては、交付決定後速やかに申請書を提出してください。 

○研修の実施 

↓ 

●変更計画書の提出 

↓※研修計画に変更が生じた場合等 

●変更交付決定通知 

↓ 
○実績報告書の提出  

↓ 
（実績報告書の審査・額の決定） 

↓ 
（補助金確定通知） 

↓ 
（補助金の支払） 

原則、研修開始 20日前までに申請願います。なお、止むを得ない

理由により 20日に満たない場合は事前着手届を提出ください。 

（研修完了後、２０日以内又は令和６年２月２９日のいずれか早い

日までに提出してください） 
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（事前着手届） 

・社外研修で予約がその日しか取れなかった場合など、交付申請から交付決定までの間に研修

を実施する必要がある場合や物品等の購入、支払いをする必要がある場合は、申請書一式と

併せて「大阪府資格取得等人材育成支援事業補助金事前着手届（様式第４号）」を提出してく

ださい。ただし、交付申請書が必ず認められるわけではありません。 

 

（補助金の交付の決定及び通知） 

・交付申請書の審査が終了して適当と認めれば、補助金交付決定通知を送付します。この通知

後に研修を開始してください。 

・なお、補助金の交付の申請にかかる事項について修正を加えて補助金の交付の決定をすると

きがあります。また、補助金の交付目的を達成するため必要な交付条件を記載します。 

 

（申請の取下げ） 

・止むを得ない理由で、交付決定後に補助金の交付の申請を取り下げようとするときは、交付

決定通知を受けた日から起算して 10 日以内に、「大阪府資格取得等人材育成支援事業補助

金に係る交付申請取下申請書（様式第５号）」を提出してください。この取下げがあったとき

は、当該申請に係る補助金の交付の決定はなかったものとみなします。 

 

 

（研修の中止） 

・止むを得ない理由で研修を中止するときは、「大阪府資格取得等人材育成支援事業補助金中

止（廃止）承認申請書（様式第７号）」を提出してください。なお、中止（廃止）したときは、

当該申請に係る補助金の交付の決定はなかったものとみなします。 

 

（研修進行の遅延） 

・研修の進行が遅れ、当初計画の期間を経過する場合は、速やかに「大阪府資格取得等人材育

成支援事業補助金遅延等報告書（様式第８号）」を提出してください。 

・ただし、研修の完了が令和６年２月２１日以降になる場合は、補助金は交付されません。 

 

（研修内容等の変更） 

・研修計画の内容が変更になったとき、又は補助対象経費の 20％以上の変動がある場合は、

「大阪府資格取得等人材育成支援事業補助金変更承認申請書（様式第６号）」及び変更後の

「研修計画・実績確認書（様式第３号）」を提出してください。変更内容を審査のうえ、変更

承認通知を送付します。 

 

（実績報告） 

・研修の完了した日の翌日から起算して２０日以内又は令和６年２月２９日のいずれか早い日

までに次の書類を提出してください。なお、提出期限までに実績報告書の提出が無かった場

合は、補助金が交付されなくなります。 
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（検査等） 

・補助事業の適正な執行を図るため必要があると認めるときは、補助事業者に対して報告若し 

くは関係書類の提出を求め、又は帳簿、書類その他物件等を検査することがあります。 

 

２．申請方法 

・オンラインで申請してください。オンライン申請が困難な場合には、窓口、郵送による申請も  

可能ですが、速やかな審査のためオンライン申請にご協力をお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①大阪府資格取得等人材育成支援事業補助金実績報告書（様式第９号） 

②研修計画・実績確認書（様式第３号） 

③その他知事が必要とする書類 

≪オンラインでの申請方法≫  

・下記のＵＲＬの申請窓口から、それぞれの手続きのフォームから申請してください。 

  https://ni-deau.jp/2022/10/01/nextstage-company/ 

・入力フォームに必要事項を記載し、添付書類を電子ファイルとして添付してください。 

  添付できる電子ファイルは、エクセル、ワード、ＰＤＦ、画像（ＪＰＥＧ・ＰＮＧ）で、 

最大１０メガバイトまで添付できます。 

※ｉＰｈｏｎｅで撮影した写真で「ＨＥＩＣ」形式で保存されたものは、「ＪＰＥＧ」 

形式に変換して添付してください。 

※資料が多く、添付ファイルの欄に添付しきれない場合は、ＰＤＦにまとめる、複数枚 

の写真データをワードに張り付けで１つのファイルにするなど、添付ファイルの欄に 

収まるように申請してください。 

※ｗｉｎｄｏｗｓ以外のＯＳ、ソフトで作成したファイルを添付され、事務局で確認で 

きない場合は、ｗｉｎｄｏｗｓで確認できるファイルへの変更をお願いしますので、 

ご了承ください。 

【オンライン申請が困難な方の申請について】 

・大阪府資格取得等人材育成支援事業補助金事務局において配架します。 

・書類の入手が困難な場合は、大阪府資格取得等人材育成支援事業補助金事務局までご連絡く

ださい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［申請書類の提出・送付先］ 

 大阪府資格取得等人材育成支援事業補助金事務局 

〔住 所〕〒540-0031 大阪市中央区北浜東 3-14 エル・おおさか 

【郵送について】 

・必ず「レターパックライト」をご利用ください。（郵便物の追跡ができます） 

・郵送前には、「ご依頼主様保管用シール」を剥がして保管してください。 

【持参について】 

・オンライン申請及び郵送による提出と同様に、受け付けた順番で審査します。 

・受付けの際に、提出書類の確認及び審査は行いません。提出書類に不備がある 

場合は、改めて大阪府資格取得等人材育成支援事業補助金事務局より連絡します。 

 ・必ず事前予約してから持参願います。まずは、コールセンターまでお問い合わせ

ください。 

〔開設時間〕平日の午前９時から午後 6時まで 

〔電話番号〕０６－４７９０－６５００（コールセンター） 

https://ni-deau.jp/2022/10/01/nextstage-company/
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≪申請書類に不足・不備があった場合≫ 

・申請書類に不足や記載漏れ等の不備があった場合は、申請書に記載の連絡先に大阪府資格  

取得等人材育成支援事業補助金事務局から連絡いたします。 

※追加書類や修正後の書類については、「追加・修正専用の申請フォーム」より、Web を

活用してご提出いただけます。ご利用については個別にご案内します。 

※インターネット環境が無い方は、特定記録や書留、レターパック等、記録が残る郵便

により送付してください。郵便物の表面には、「不足（修正）書類在中」と記載してく

ださい。（提出先は 上記提出先参照） 

・申請書類の提出が全て確認できた後、審査を行います。審査後は、申請書類を一切返

却しません。 
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Ⅲ．大阪府資格取得等人材育成支援事業補助金の支給 

１．補助金の支給決定、通知 

実績報告書審査後、適当と認めた場合は補助金の額の確定通知を送付します。その後補助事業

者に対し、予算の範囲内で当該補助金を支払います。 

 

２．補助金の支払 

補助金は、大阪府資格取得等人材育成支援事業補助金事務局より、登録のあった金融機関口座

に振り込みます。 

 

Ⅳ．その他   

１．補助金の取消し・返還について 

（１）補助金交付決定の取消し 

補助金の支給の決定を受けた補助事業者が、補助要件を満たしていないことが判明した場合は、   

補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことがあります。 

 

（２）補助金の返還 

補助金の交付の決定を取り消した場合において、補助事業の当該取消しに係る部分に関し、既

に補助金が交付されているときは、期限を定めて返還していただきます。また、刑事罰が適用

される場合もありますので、十分注意してください。 

 

（３）加算金及び延滞金 

補助事業者は、補助金の返還を命ぜられたときは、加算金及び延滞金を府に納付していただき

ます。 

 

２．事業完了後の注意事項 

補助事業者は、補助事業に係る収支を明らかにした帳簿及び証拠書類を備え、かつこれらの補

助事業に関する書類を、補助事業が完了した日（補助事業の中止又は廃止の承認を受けた場合

は、その承認を受けた日）の属する年度の翌年度から起算して 10年間保存しなければなりま

せん。 

 

３．個人情報の保護について 

  提出された書類等に含まれる個人情報の取扱いにあたっては、「個人情報の保護に関する法律」、   

「大阪府個人情報保護条例」及びその他の関係法令に基づいて管理します。 

提出書類に補助事業に関係のない個人情報が含まれている場合、必要に応じてその部分を黒塗  

りする等の対応をお願いします。 
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Ⅴ．問合せ先、申請書類 

問合せ先 

 

 

 

 

申請に必要な書類 

１．交付申請時 

提出期限：研修開始日から起算して２０日前までに提出してください。 

①補助金交付申請書（様式第１号） 

〔添付種類〕  

・様式第１号別紙１、２ （別紙１：交付申請額内訳書（※） 別紙 2：被雇用者情報） 

 ※被雇用者が複数人いる場合は、１枚にまとめて記載してください。 

・口座が確認できる通帳の写し 

・代表者が確認できる本人確認書（運転免許証 など） 

     ・資本金及び従業員数が中小企業等であることが確認出来る書類（会社案内又は会社 

概要パンフレット、商業・法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書）、個人事業主の場合

は、個人事業の開業届出書など） 

・正規雇用されたことが分かる書類（雇用契約書、雇用契約書案 など） 

・被雇用者が労働契約締結時点で大阪府内に住所を有することの確認ができる書類 

（雇用契約書、雇用契約書案 など） 

      ※雇用契約書に被雇用者の住所が記載されていない場合は労働者名簿など（被雇用者

が大阪府内に住所を有することの確認ができるもの）を添付してください。 

 

②誓約・同意書（様式第２号） 

・補助金申請フォームで全ての誓約・同意事項を確認のうえ、チェックボックスにチェ 

ックを入れてください。（郵送・持参の方は直接書類にチェックしてください） 

※チェックが 1つでも漏れている場合は、補助対象になりません。 

 

③研修計画・実績確認書（様式第３号） 

〔添付書類〕 

＜社内研修の場合＞ 

・自社で作成するカリキュラム、研修計画及び外部に実施委託した場合の契約書など

研修内容が確認出来る資料が有る場合は、参考に添付してください。 

＜社外研修の場合＞ 

      ・教育訓練機関が発行するカリキュラム、研修計画など、研修内容が確認出来る資料

が有る場合は、それらを添付することで（実施予定研修等）の「研修の内容・科目

等」の欄に「別紙のとおり」として、記載を省略することが出来ます。 

 

 

大阪府資格取得等人材育成支援事業補助金事務局 

〔住 所〕〒540-0031 大阪市中央区北浜東 3-14 エル・おおさか 

〔開設時間〕平日の午前９時から午後 6 時まで 〔電話番号〕０６－４７９０－６５００ 
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２．変更申請時 

①補助金変更承認申請書（様式第６号） 

＜社内研修の場合＞ 

・様式第６号別紙１、２ （別紙１：変更交付申請額内訳書 別紙 2：被雇用者情報）  

  ※別紙１、２については、変更内容に該当する別紙のみ添付してください。 

＜社外研修の場合＞ 

・様式第６号別紙１、２ （別紙１：変更交付申請額内訳書 別紙 2：被雇用者情報）  

  ※別紙１、２については、変更内容に該当する別紙のみ添付してください。 

 

②変更後の研修計画・実績確認書（様式第３号） 

〔添付書類〕 

＜社内研修の場合＞ 

・変更後の研修内容が確認できる書類を求める場合があります。Ｐ12 のⅤ1③を参

照ください 

＜社外研修の場合＞ 

・変更後の研修内容が確認できる書類を求める場合があります。Ｐ12 のⅤ1③を参

照ください 

 

３．実績報告時 

提出期限：研修完了日から起算して２０日以内か令和６年２月２９日のいずれか早い日以内に

提出してください。 

①実績報告書（様式第９号） 

②実績報告書別紙１～３（様式第９号別紙） 

 別紙１：実績報告額内訳書 別紙 2：被雇用者情報 別紙３：出席確認簿 

※変更後の研修内容が確認できる書類（Ｐ12のⅤ1③を参照ください） 

※別紙３には、従業員の出席状況及び賃金手当等の措置に関する事項を確認したことに

ついて、申請事業者欄に「法人名又は屋号」「代表者名」「本社所在地」を記載して提

出してください。記載が漏れている場合は、支給対象になりません。 

③研修計画・実績確認書（様式第３号）  

  ※申請時又は変更申請時に提出したものに、実績を追記して提出してください。 

 

④その他知事が必要とする書類 

〔添付書類〕 

＜社内研修の場合＞ 

・申請事業主が研修にかかる経費を全て負担していることが確認できる書類（領収 

書又は振込通知書 など） 

  ※代金の内訳が記載されていない場合、請求書など内訳が分かるものも添付して 

ください。 

・交付申請時に雇用契約書（案）を提出した場合、実際に本人と締結した雇用契約書 

なお、書類審査時において、事業主が実施した研修の実施期間中の賃金が支払われ
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ていることを確認するため、別途、賃金台帳、給与明細書、出勤簿、タイムカード

などの書類の提出をお願いする場合があります。 

・社内研修の実施日時、内容が確認できる資料（カリキュラム、日程表、レジメなど） 

 

 

＜社外研修の場合＞ 

・入学料・受講料・教科書代等（あらかじめ受講案内等で定められているものに限る）    

を支払ったことを確認するための書類（領収書又は振込通知書など） 

※代金の内訳が記載されていない場合、請求書など内訳が分かるものも添付して 

   ください。 

・交付申請時に雇用契約書（案）を提出した場合、実際に本人と締結した雇用契約書 

なお、書類審査時において、事業主が実施した研修の実施期間中の賃金が支払われ

ていることを確認するため、別途、賃金台帳、給与明細書、出勤簿、タイムカード

などの書類の提出をお願いする場合があります。 

・研修の実施日時、内容が確認できる資料（カリキュラム、日程表、受講案内など） 

 

４．その他、各種届出時（事前着手・取下げ・研修の中止・研修の遅延等） 

①事前着手 

・大阪府資格取得等人材育成支援事業補助金事前着手届（様式第４号）に交付決定前に着手 

しなければならない理由を記載していただき、申請書一式と併せて提出してください。 

  ※記載理由によっては、事前着手が認められない場合がありますので、可能な限り速やか 

にご相談ください。 

 

②補助金の交付申請の取下げ 

・大阪府資格取得等人材育成支援事業補助金に係る交付申請取下申請書（様式第５号）に取下

げ理由を具体的に記載いただき、交付決定通知を受けた日から起算して 10日以内に提出し

てください。 

※この取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定はなかったものとみな    

します。 

 

③研修の中止（廃止） 

・大阪府資格取得等人材育成支援事業補助金中止（廃止）承認申請書（様式第７号）に「中止

（廃止）する事業の内容」と「中止（廃止）の理由」を記載いただき、速やかに提出してく

ださい。 

 ※当該申請に係る補助金の交付の決定はなかったものとみなします。 

 

④研修進行の遅延 

・大阪府資格取得等人材育成支援事業補助金遅延等報告書（様式第８号）に「事業の進捗状況

（遅延等の内容及び原因）」と「遅延等に対する措置」「完了予定日」を記載いただき、速や

かに提出してください。 

※ただし、研修の完了が令和６年２月２１日以降になる場合は、補助金は交付されません。 
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別表１ 

 業種分類 定義 

企
業
（
個
人
事
業
主
を
含
む
） 

① 製造業、建設業、運輸業 

資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会社

又は常時使用する従業員の数が 300人以下の会社

及び個人事業主 

② 卸売業 

資本金の額又は出資の総額が１億円以下の会社

又は常時使用する従業員の数が 100人以下の会社

及び個人事業主 

③ サービス業  

（ソフトウェア業又は情報処理サービ

ス業、旅館業を除く） 

本金の額又は出資の総額が５千万円以下の会社

又は常時使用する従業員の数が 100人以下の会社

及び個人事業主 

④ 小売業 

資本金の額又は出資の総額が５千万円以下の会

社又は常時使用する従業員の数が 50 人以下の会

社及び個人事業主 

⑤ ゴム製品製造業  

（自動車又は航空機用タイヤ及びチュ

ーブ製造業並びに工場用ベルト製造業

を除く） 

資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会社

又は常時使用する従業員の数が 900人以下の会社

及び個人事業主 

⑥ ソフトウェア業又は情報処理サービ
ス業 

資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会社

又は常時使用する従業員の数が 300人以下の会社

及び個人事業主 

⑦ 旅館業 

資本金の額又は出資の総額が５千万円以下の会

社又は常時使用する従業員の数が 200人以下の会

社及び個人事業主 

⑧ その他の業種（上記以外） 

資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会社

又は常時使用する従業員の数が 300人以下の会社

及び個人事業主 

そ
の
他
の
法
人
等 

⑨ 医療法人、社会福祉法人 常時使用する従業員の数が 300人以下の者 

⑩ 学校法人 常時使用する従業員の数が 300人以下の者 

⑪ 商工会・都道府県商工会連合会及び
商工会議所 

常時使用する従業員の数が 100人以下の者 

⑫ 中小企業支援法第２条第１項第４号
に規定される中小企業団体 

上記①～⑧の業種分類に基づき、その主たる業種

に記載の従業員規模以下の者 

⑬ 特別の法律によって設立された組合
又はその連合会 

上記①～⑧の業種分類に基づき、その主たる業種

に記載の従業員規模以下の者 

⑭ 財団法人（一般・公益）、社団法人（一
般・公益） 

上記①～⑧の業種分類に基づき、その主たる業種

に記載の従業員規模以下の者 

⑮ 特定非営利活動法人 
上記①～⑧の業種分類に基づき、その主たる業種

に記載の従業員規模以下の者 

⑯ 任意団体 

ａ 団体の目的、組織、運営、事業内容を明らか

にする規約、規則等を有すること 

ｂ 代表者が置かれ、事務局の組織が整備されて

いること 

ａ及びｂを満たし、上記①～⑧の業種分類に基づ

き、その主たる業種に記載の従業員規模以下の者 

※「主たる事業」は、総務省の日本標準産業分類の「業種区分」に基づきます。 

 



様式第 1号 

大阪府資格取得等人材育成支援事業補助金交付申請書 

 
大阪府知事 様 

 
  年  月  日 

 
大阪府補助金交付規則及び大阪府資格取得等人材育成支援事業補助金交付要綱の内容を了
承の上、大阪府資格取得等人材育成支援事業補助金を申請します。なお、下記に記載した事
項については事実と相違ありません。 
 
 
１．申請者の情報  
フリガナ  
法人名又は屋号  

本社所在地の郵便番号  

本社所在地  

フリガナ  

代表者氏名 
（個人事業主の氏名） 

 

代表者役職  

代表者住所の郵便番号  

代表者住所  

代表者生年月日  性別  

主要事業  業種（※）  

資本金又は出資金  常時使用従業員数  

週休日  所定勤務時間  

連絡先 
申請担当者名  メール 

アドレス 
 

電話番号  
（※）要綱第２条第３号の別表１の①〜⑯のいずれかを記載してください。 

 

 

 

２．交付申請額      金           円 

 

申請回数 □ １回目 
□ ２回目以降 



 

３．振込口座に関する情報 ※2回目以降は 1回目の振り込み口座になります。 

 
 
４．添付書類 
 （１）様式第１号別紙１【交付申請額内訳書】 
 （２）様式第１号別紙２【被雇用者の情報】 
 （３）様式第２号 誓約・同意書 
 （４）様式第３号 研修計画・実績確認書 
 （５）その他知事が必要とする書類 
 
 
 
 
 

金融機関名  支店名  
金融機関コード  支店コード  

預金種目  口座番号  

振込先名義（カタカナ）  



様式第１号 別紙１【交付申請額内訳書】

交付申請額 金 円 （①＋②）
※対象者が複数いる場合は、１枚にまとめること。

（内訳）

円 円 円

円 円 円

※日数は２０日が上限となります。

（研修費用額内訳書） ※消費税は対象外です。税抜きの金額を記入してください。

科目

円

 

円

円

円

合計 円 合計額の１/２以内を補助対象経費とする。

1人目 1,100円× 時間 ＝ 円
2人目 1,100円× 時間 ＝ 円
3人目 1,100円× 時間 ＝ 円

円

円 様式第3号（研修計画・実績確認書）の時間数を確認すること。合計

（A）と（B）の低い額
（交付申請額）

経費予定額 経費予定額の内訳

①研修
費用額

②賃金
相当額

（研修費用額合計×1/2） （8,000円×人数×日数※）

（1,100円×研修受講者全員の時間数）

注）1日あたりの上限は8時間です。

指
導
員
・
講
師
謝
金

会
場
借
上
費

経費予定額 経費予定額の内訳

事業にかかる経費
（A）

補助額の上限額
（B）

（1,100円×8時間×人数×日数※）

研
修
費
用
額

賃
金
相
当
額

教
科
書
及
び
教
材
費

外
部
講
習
受
講
費

補助経費
項目



様式第１号 別紙２【被雇用者の情報】

被雇用者の情報（複数の場合は複写のうえ作成してください）

正規雇用（雇入れ日： ）

正規雇用での内定（内定日： ）

雇用期間の定め無し

※定めがある場合は対象外

職場体験付き求人 職場体験日

大阪府求職者等教育訓練支援金受給

スキルグレードアップ支援研修受講

※求人掲載について人材サービス事業者に照会することがあります。

被雇用者住所

雇用保険被保険者番号

※内定の場合は不要

被雇用者氏名

－ －

                                     （              ）

被雇用者の区分

『にであう』ＮＥＸＴステージ特集サイトに
掲載した人材サービス事業者名
（求人掲載媒体名）※

   年 月 日

   年 月 日
雇入れ状況

就業状況（大阪府内）

フリガナ

大阪府              市(区)町村

就業場所
（事業所名）

（所在地）



 

誓約・同意書 
私は、「大阪府資格取得等人材育成支援事業補助金」を申請するに当たり、下記の内容につい
て、誓約・同意致します。 

記 
※誓約事項・同意事項を確認し、チェックボックスにチェックを入れてください。 
１．誓約事項 
１ 申請要件を全て満たしています。 □ 
２ 派遣労働者（いわゆる常用雇用型派遣を除く）としての雇入れや、請負契約ではありません。 □ 

３ 当該求人特集を通じて雇い入れる前に、雇い入れることが決まっていた（採用を内定していた）もの
ではありません。 □ 

４ 申請に関する被雇用者の個人情報の取得及び提出については、本人の同意を得ています。 □ 
５ 支給申請日から過去１年間に、労働基準関係法令の違反歴はありません。 □ 

６ 
代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員等が、大阪府暴力団排除条例第 2条第 1号に 
規定する暴力団、同条第 2号に規定する暴力団員、同条第 3号に規定する暴力団員等及び同条第 4号 
に規定する暴力団密接関係者には、該当せず、かつ将来にわたっても該当しません。 

□ 

７ 本補助金にて申請した研修費用について、国や地方公共団体等の補助等は受けていません。 □ 

 
２．同意事項 
１ 大阪府が、申請者の活動状況等に関する調査等を実施する場合は、これに応じます。 □ 

２ 大阪府が申請に関する情報を税務情報として使用することに同意します。 □ 

３ 個人情報について、この補助金の審査・支給に関する事務に限り、大阪府が一部事務委託している事
業者及び採⽤に⾄った求⼈サイトを運営する⺠間⼈材サービス事業者に提供することに同意します。 □ 

４ 申請書類に関する情報を、大阪府暴力団排除条例第２６条に基づき、大阪府が大阪府警察本部に提供
することに同意します。 □ 

５ 申請内容に交付要件に該当しない事実や不正等が判明した場合は、本補助金全額の返還と違約金及び 
返還に要する費用の支払いに応じます。 □ 

６ 大阪府から本補助金に関する調査、報告または是正のための措置の求めがあった場合、これに応じま 
す。また、申請内容に疑義があった場合に、大阪府が調査することに応じます。 □ 

７ 本補助金の審査・交付に関する事務に限り、提出された申請書類について、所管官庁等への申請情報 
等と照合することに同意します。 □ 

８ 申請内容に関する振込口座の記入間違い等の誤りについては、大阪府が補正することに同意します。 □ 

９ 申請内容の不備等が、大阪府が指定する期限までに解消されなかったときは、大阪府が当該申請は取 
り下げられたとみなすことについて同意します。 □ 

10 大阪府が指定する期限までに、実績報告がされなかったときは、大阪府が当該申請は取り下げられた 
とみなすことについて同意します。 □ 

11 
交付決定を行った後、申請等の不備による振込不能等があり、申請者の責に帰すべき事由により、 
大阪府が指定する期限までに当該不備が解消されなかったときは、申請者は本補助金の交付を受ける 
ことを辞退したものとみなし、当該交付決定を取り消すことに同意します。 

□ 

 
    年  月  日 
大阪府知事 様 
本店所在地（個人事業主の住所）                         
事業者名（法人名又は屋号）                           
代表者名（個人事業主の氏名）                          

様式第２号 



様式第３号 （原則１人１枚作成すること。複数名が同じ計画である場合は対象者の氏名欄に複数名の氏名を記載すること。）

研修計画・実績確認書 № 

今回が初めての研修等内容 従前の研修等と比べて新たな要素を取り入れている。 より効果を高めるための工夫や内容を盛り込んでいる。

（実施予定研修等） ※１社内研修の場合、研修名の横に定員数を（ ）で記載してください。 （上段：計画、下段：実績）

社内
社外

／

～ 日 分

／

／

～ 日 分

／

／

～ 日 分

／

／

～ 日 分

／

／

～ 日 分

／

／

～ 日 分

／

日 分

日 分

※入力行が足りない場合は、適宜、行を追加してください。

講師名簿 ※社内研修の場合は講師の概要を記載してください。

※入力行が足りない場合は、適宜、行を追加してください。

計
画

実
績

計
画

実
績

（研修の目的等）

業務との関連性

従前との比較

計
画

実
績

研修の目的
（めざす資格等内容）

事業者名(法人名又は屋号)

対象者の氏名

日数 時間数研修実施機関名 講師名
実施場所の名称
及び所在地

研修の内容・科目等 日程

合計

実施方法
(研修時間：単位分)

研修名 ※１

事業所名 所属部署名 資格・経験等
講師区分

(社員・外部講師）
講師名



様式第４号 
  年  月  日 

大 阪 府 知 事   様 
 
             事業者名（法人名又は屋号）               
 
             代表者名                        
 
             本社所在地                       
 
 
 

大阪府資格取得等人材育成支援事業補助金事前着手届 
 
標記事業について、大阪府資格取得等人材育成支援事業補助金交付要綱第７条の規定によ

り、下記条件を了承のうえ、届け出ます。 
 

記 
 
１． 交付決定前に着手する研修の名称及び着手日 
 

（研修名） 
 
 
（着手日）     年  月  日 
 

 
 
２．交付決定前に着手する理由 

※できるだけ詳細に記入してください。 
 
 
 
 
 

 
 
３．条件 
（１）事業開始から補助金交付決定を受けるまでの間において、天変地異等の事由により当該事業に

損失が生じた場合、これらの損失は届出者が負担すること。 
（２）知事が当該申請の内容を審査し、補助金を交付すべきものと認められなかった場合に、何ら異

議の申し立てを行わないこと。 
 



 
 

様式第５号 

  年  月  日 

大 阪 府 知 事  様 

 
             事業者名（法人名又は屋号）               
 
             代表者名                        
 
             本社所在地                       

 

 

大阪府資格取得等人材育成支援事業補助金に係る交付申請取下申請書 

 

     年  月  日付け大阪府指令人材第    号で交付決定を受けた標記

補助金について、大阪府資格取得等人材育成支援事業補助金交付要綱第９条第１項の規

定により、下記のとおり、取下げを申請します。 

 

記 

 

 取下げの理由（具体的に記入してください） 

 

 

 

 



様式第６号 
  年  月  日 

大 阪 府 知 事   様 
 
             事業者名（法人名又は屋号）               
 
             代表者名                        
 
             本社所在地                       
 
 

大阪府資格取得等人材育成支援事業補助金変更承認申請書 
 

    年  月  日付け大阪府指令  第   号で交付決定を受けた標記補
助事業について、下記のとおり（経費配分・事業内容）を変更したいので、大阪府補助
金交付規則第６条第１項（第１号・第２号）及び大阪府資格取得等人材育成支援事業補
助金交付要綱第 10条第１項の規定により下記のとおり申請します。 
 

記 
 
１．変更の内容 

☐ 補助事業に要する経費の配分の変更 
☐ 補助事業の内容の変更 

 
２．変更内容の詳細及び変更理由 

別紙のとおり 
 
３．交付決定額の変更（※補助対象経費の配分の変更に伴い、交付決定額が変更となる場合） 

別紙のとおり 
 
（添付書類）※（２）〜（４）については、変更内容に該当する書類のみ添付してください。 
 （１）変更後の研修計画・実績確認書（様式第３号） 
 （２）様式第６号別紙１【変更交付申請額内訳書】 
 （３）様式第６号別紙２【被雇用者の情報】 
 （４）その他知事が必要とする書類 
 



様式第６号 別紙１【変更交付申請額内訳書】

交付決定額 金 円

変更交付申請額 金 円 （①＋②）
※対象者が複数いる場合は、１枚にまとめること。

（変更交付申請額内訳）

円 円 円

円 円 円

※日数は２０日が上限となります。

（変更後の研修費用額内訳書） ※消費税は対象外です。税抜きの金額を記入してください。

科目

円 円

 

円 円

円 円

円 円

合計 円 円 合計額の１/２以内を補助対象経費とする。

1人目1,100円× 時間＝  円
2人目1,100円× 時間＝  円
3人目1,100円× 時間＝  円

円 円

注）1日あたりの上限は8時間です。

円 円合計

変更後経費予定額 変更後の経費予定額の内訳

賃
金
相
当
額

変更前経費予定額

様式第3号（研修計画・実績確認書）の時間数を確認
すること。

研
修
費
用
額

指
導
員
・
講
師
謝
金

会
場
借
上
費

教
科
書
及
び
教
材
費

外
部
講
習
受
講
費

補助経費
項目

事業にかかる経費
（A）

変更前経費予定額

①研修
費用額

②賃金
相当額

（研修費用額合計×1/2） （8,000円×人数×日数※）

変更後の経費予定額の内訳変更後経費予定額

補助額の上限額
（B）

（A）と（B）の低い額
（交付申請額）

（1,100円×研修受講者全員の時間数） （1,100円×8時間×人数×日数※）



様式第６号 別紙２【被雇用者の情報】

被雇用者の情報（複数の場合は複写のうえ作成してください）

正規雇用（雇入れ日： ）

正規雇用での内定（内定日： ）

雇用期間の定め無し

※定めがある場合は対象外

職場体験付き求人 職場体験日

大阪府求職者等教育訓練支援金受給

スキルグレードアップ支援研修受講

※求人掲載について人材サービス事業者に照会することがあります。

                                     （              ）

被雇用者の区分

『にであう』ＮＥＸＴステージ特集サイトに
掲載した人材サービス事業者名
（求人掲載媒体名）※

被雇用者住所

雇用保険被保険者番号

※内定の場合は不要
－

   年 月 日

   年 月 日
雇入れ状況

就業状況（大阪府内）

フリガナ

就業場所
（事業所名）

（所在地）

被雇用者氏名

－

大阪府              市(区)町村



様式第７号 
  年  月  日 

大 阪 府 知 事   様 
 
             事業者名（法人名又は屋号）               
 
             代表者名                        
 
             本社所在地                       
 
 

大阪府資格取得等人材育成支援事業補助金中止（廃止）承認申請書 
 
  年  月  日付け大阪府指令  第    号で交付決定を受けた標記補助事業に
ついて、下記の理由により、（中止・廃止）したいので、大阪府補助金交付規則第６条第１項
第３号及び大阪府資格取得等人材育成支援事業補助金交付要綱第 10 条第２項の規定により、
下記のとおり申請します。 
 

記 
 
１．中止（廃止）する事業の内容等 

※研修計画・実績確認書に記載した補助対象研修のうち、中止（廃止）する研修名を記載してください。 
 
 
 
 

 
２．中止（廃止）の理由 

※中止（廃止）の理由は、できるだけ詳細に記入してください。 
 
 
 
 
 

 
 
（添付書類） 
下記の書類の写し 
・補助金交付決定通知 
・研修計画・実績確認書（様式第３号） 
・その他知事が必要とする書類 



様式第８号 
  年  月  日 

大 阪 府 知 事  様 
 
             事業者名（法人名又は屋号）               
 
             代表者名                        
 
             本社所在地                       
 
 

大阪府資格取得等人材育成支援事業補助金遅延等報告書 
 

    年  月  日付け大阪府指令  第    号で交付決定を受けた標記補助事
業について、遅延が発生することとなったため、大阪府補助金交付規則第６条第１項第４号
及び大阪府資格取得等人材育成支援事業補助金交付要綱第 10条第３項の規定により、下記の
とおり報告します。 

 
記 

 
１ 事業の進捗状況（遅延等の内容及び原因） 

 
 
 
 

 
２ 遅延等に対する措置  

 
 
 
 

 
３ 完了予定日（令和６年２月２０日までに完了すること） 

 
 
 

 



様式第９号 

大阪府資格取得等人材育成支援事業補助金実績報告書 

 
大阪府知事 様 

 
  年  月  日 

 
 大阪府資格取得等人材育成支援事業補助金交付要綱第 13条第１項の規定により、次
のとおり報告します。 
 
１．申請者の情報  
フリガナ  
法人名又は屋号  

本社所在地の郵便番号  

本社所在地  

フリガナ  

代表者氏名 
（個人事業主の氏名） 

 

連絡先 
申請担当者名  メール 

アドレス 
 

電話番号  
 

 
２．実績報告額      金           円 
 
３．添付書類 
 （１）様式第９号別紙１【実績報告額内訳書】 
 （２）様式第９号別紙２【被雇用者の情報】 
 （３）様式第９号別紙３【出席確認簿】 
 （４）様式第３号 研修計画・実績確認書 
 （５）その他知事が必要とする書類 
  

 



様式第９号 別紙１【実績報告額内訳書】

交付決定額 金 円

実績報告額 金 円 （①＋②）
※対象者が複数いる場合は、１枚にまとめること。

（実績報告額内訳）

円 円 円

円 円 円

※日数は２０日が上限となります。

（研修費用実績額内訳書） ※消費税は対象外です。税抜きの金額を記入してください。

科目

円

 

円

円

円

合計 円 合計額の１/２以内を補助対象経費とする。

1人目 1,100円× 時間 ＝ 円
2人目 1,100円× 時間 ＝ 円
3人目 1,100円× 時間 ＝ 円

円

円 様式第3号（研修計画・実績確認書）の時間数を確認すること。

（1,100円×8時間×人数×日数※）

（8,000円×人数×日数※）

補助額の上限額
（B）

（A）と（B）の低い額
（実績報告額）

（1,100円×研修受講者全員の時間数）

補助経費
項目

事業にかかる経費
（A）

①研修
費用額

②賃金
相当額

（研修費用額合計×1/2）

注）1日あたりの上限は8時間です。

合計

研
修
費
用
額

実績報告額 実績報告額の内訳
指
導
員
・
講
師
謝
金

会
場
借
上
費

教
科
書
及
び
教
材
費

外
部
講
習
受
講
費

賃
金
相
当
額

実績報告額 実績報告額の内訳



様式第９号 別紙２【被雇用者の情報】

被雇用者の情報（複数の場合は複写のうえ作成してください）

雇用期間の定め無し

※定めがある場合は対象外

職場体験付き求人 職場体験日

大阪府求職者等教育訓練支援金受給

スキルグレードアップ支援研修受講

※求人掲載について人材サービス事業者に照会することがあります。

雇入れ状況

就業状況（大阪府内）

就業場所
（事業所名）

（所在地）

正規雇用（雇入れ日：    年 月 日 ）

フリガナ

被雇用者の区分

大阪府              市(区)町村

被雇用者氏名

－ －

                                     （              ）
『にであう』ＮＥＸＴステージ特集サイトに
掲載した人材サービス事業者名
（求人掲載媒体名）※

被雇用者住所

雇用保険被保険者番号



様式第９号 別紙３【出席確認簿】

研修名 参加者名

研修日 / / / / / / / / 計

曜日

研修時間

研修時間

研修時間

研修名 参加者名

研修日 / / / / / / / / 計

曜日

研修時間

研修時間

研修時間

研修名 参加者名

研修日 / / / / / / / / 計

曜日

研修時間

研修時間

研修時間

１ 研修計画・実績確認書（様式第３号）に記載された研修等について、出席確認簿のとおり出席させました。

    年   月   日

上記のとおり、研修に参加したことに相違ありません。

（申請事業者）

法人名又は屋号

代表者名

本社所在地

２ 研修等期間中は所定労働時間内であり、所定労働時間外であった場合でも時間外勤務手当の支給又は代休の取得など、必要な措置を講じました。

（単位：分）

出席日時 ※研修時間には、食事を伴う昼休憩の時間は除き、トイレ休憩などの小休止は含めてください。

（単位：分）

出席日時 ※研修時間には、食事を伴う昼休憩の時間は除き、トイレ休憩などの小休止は含めてください。

（単位：分）

出席日時 ※研修時間には、食事を伴う昼休憩の時間は除き、トイレ休憩などの小休止は含めてください。


